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データ利活用制度の在り方に関する基本方針



⬧ 2025年４月から、デジタル庁がIPAと国立印刷局を共管化。
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データ戦略に関する体制強化

データ戦略

デジタル庁

（政策）

国立印刷局

（技術支援、

データ管理）

IPA

（シンクタンク、

技術支援）



⬧ 2025年6月20日に設立

• 経団連、デジタル庁＋IPA
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デジタル・エコシステム官民協議会



⬧ データサイエンティストやデータベースエンジニアとは別に、データマネージャの
試験を検討
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データマネジメント試験、スキルスタンダード



⬧ 日本の町字情報を網羅し、最新の情報
を管理

• データ入力間違いの防止

• 読み方やローマ字の登録

• 企業での住所クレンジング

※法人、氏名と並ぶヨミガナ統一が完了
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アドレスベースレジストリの開始



⬧ AISI（AIセーフティ・インスティテュート）の一環でデータ品質管理を強化

• プロセス、ガバナンス、特性の3つの視点で構成

8

データ品質管理のワーキンググループ

Governance cycle view

Process view
(Operation)

Gateway view
(Characteristics)

Ensure the organization has 
a sustainable structure.

Identify actions required at each stage.

Define the evaluation index.



日本の現在位置
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⬧ 日本のデータコミュニティは2つある
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日本におけるデータ環境整備の大きな流れ

自社を中核としたデータマネジメント 外部とのデータ連携を軸としたデータマネジメント

探索・収集 処理 活用 設計 収集 処理 活用 連携

・社内のデータの効率利用・管理
・クレンジングやデータ統合が負担
・RDBベースの思想
・ファイル単位の思想
・データ設計もどき
・規約チェック、契約に手間

・外部連携を前提とした効率利用・管理
・クレンジングやデータ統合がスムース
・グラフ技術やLinkedDataの適切な併用
・データ単位の思想
・データの構造化設計
・ひな形ルールの活用

内部活用の抜本的な効率化ができない
スピードが出ない

スピードが速く、変化に対応しやすい
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技術の活用状況
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MDMは特に遅れている

IPA「DX動向2025」より抜粋



⬧ データの企業間連携の状況

⬧ 社会全体で多様なデータが存在する中で、データ連携しないという選択
肢がなくなってきているが、進んでいない。
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ガラパゴス化する日本
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サプライチェーン内の企業とのデータ連携を行っている

研究開発の関係機関とのデータ連携を行っている

政府や大学、非営利団体のオープンデータの取組のために、データを提供

している

自社のデータを不特定の企業に販売している

その他

他社とのデータ連携やデータ提供は行っていない

日本（ｎ＝1,508） 米国（ｎ＝509） ドイツ（ｎ＝537）

IPA「DX動向2025」より抜粋
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データ設計
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作図のみの簡易ツール Microsoft Office等の汎用ツール

設計を実施する必要がない わからない

その他

IPA「2024年度ソフトウェア動向調査（企業向け）単純集計グラフ」より抜粋

⬧ 多くの企業がモデリングツールを使わずオフィスツールで設計を行っており、設
計の効率性、保守性などが課題になっている



世界の動き
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多くの企業でAIの導入が進んでいるが、
最大の課題はデータである
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参考：世界のCxOがAI導入で感じる障壁

©2025 Thomson Reuters
Thomson Reuters Institute 2025 C-Suite Survey



脱皮寸前

⬧ EIF（2025年改定予定）

⬧ データ戦略（2025年改定予定）

⬧ 法律、データ基盤、データ供給やAI
活用を体系的に推進（別紙）
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欧州のデータ戦略推進



⬧ EUは「データ空間  相互運用性  AI活用」の三層で推進すると
ともに、“制度スタック”を段階的に実装している。

• データ法制群（DGA／Data Act／EHDS ほか）でデータ流通
の権利と義務を規定

• Interoperable Europe Act（IEA）で公共 IT の相互運用
性を義務化

• AI Act／AI Continent Strategyでリスクベースの AI ガバナン
スと産業 AI 拡大を推進

⬧ また、「法的拘束力のある相互運用フレーム × OSS 部品の再利用 
× 品質監査の自動化」で“信頼できるデータ経済圏”を構築中
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全体像



⬧ Gaia-Xによる産業データ交換、IPCEI-CISなどクラウド／エッジ基盤
に加え、

• Digital Building Blocks（eID/eSignature 等）

• IDSA コネクタ＋リファレンスモデル

• FIWARE Marketplace

• SEMIC Support Center カタログ

等が OSS として公開され、官民で共通利用が進行。

⬧ ISA² で生まれたツールが Interoperable Europe ポータルに統合
され、プロジェクト横断の“積み木”となっている。
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共有インフラと部品化



⬧ 以下が「事実の柱」「公共価値の加速器」「イノベーションの土壌」を形成。

• Base Registries（住民・法人・地理などゴールデンレコード）

• High-Value Datasets (HVD)（6分野・無料/API 義務化）

• Open Data Ecosystem（DCAT-AP/GeoDCAT-APでメタデータ統
合）

⬧ AI Act で求められRepresentativeness/Bias/Accuracy/Timeliness
を満たす学習データを、Base Registry＋HVD API で安定供給する仕組
みが整いつつある。
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高品質データ供給の三層モデル



⬧ 2026 年までにEU Data Quality Monitorを公開し、
Completeness・Consistency・Freshness をスコア表示。

⬧ Data Actで「公共目的データ品質レビュー」を義務化し、SEMIC の 
SHACL ルールで自動検証。

⬧ 監査証跡（IDSA Usage Control Logs）により、 AI Actの透明
性要求を自動充足。
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データ品質ガバナンス



⬧ 2020年の連邦データ戦略以来、大きな変化はない。

⬧ AIの基礎データという点、EBPMの基礎データとして、若干、注目が集
まり始めている。

21

米国のデータ戦略推進
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